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エチオピアの地下水

村下　敏夫

「日本政府の技術援助計画」に基づき，昭和42年11月24

目から60目間エチオピアの地下水調査とその技術指導を

行なった。調査団は4名で，団長は蔵田延男元応用地質

部長で，他の2名は民間会社の専門家であった。

　エチオピアの水資源担当は，公共事業省水資源庁であ

る。水資源庁は，さく井に関する援助をアメリカによっ

て，1953～1959年に受けているが，電気探査・電気検層な

どの装置を使用した科学技術的組織の援助を受けたこと

がない。したがって，われわれの調査が最初であった。

　調査範囲は，公文書では首都アジア・アババからその

南方20㎞離れたアカキ市までの間であったが・実際に

は首都から100km離れた南方のナザレス市，また30～40

km離れた東・北・西・北西の市・町までの広大な範囲

に及んだ。

　調査内容は先方の要請では，1）帯水層の深さの決定，

2）水の量と質の決定，3）含水層の厚さの決定であった。

　調査班の編成は，電気探査ならびに地質・地下水調査

を主体とする班，電気検層・揚水試験ならびにさく井技

術指導を主体とする班の計二班で，水資源庁の技術者と

の協同調査体制であった。

　調査期間中における主な成果は，次のとおりである。

　1）　地表地質ならびに地下水分布を図示した水文地質

　　　図　1葉

　2）電気探査　55点

　3）電気検層　4点

　4）楊水試験　4カ所

　調査地域における含水層は，火山砕屑岩と湖成堆積岩

とである。アジス・アババを中心とする30～40kmの範

囲内では，火山砕屑岩の厚さは約100mで，その下位に

湖成堆積岩が分布する。南部のデブレ・ゼイトからモジ

ヨにかけての地帯では，湖成堆積岩が地表に露出，もし

くは地表ごく浅く分布する。

　電気探査の結果，調査地域における地下地質を，次の

五つに区分した。見掛け比抵抗の高い順に示すと，

　1）噴火山の堆積物（100Ω／m±）

　2）　玄武岩・粗面岩（100～50〃）
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3）集　塊　岩（50〃±）

4）火山砕屑岩（20～10〃）

　5）湖成堆積岩（10〃＞）
である。

　電気検層では，電気探査と同様に岩石の種類を区分す

ることができ，かつ透水層および不透水層をよく知るこ

とができた。

　岩石の透水性は，揚水試験の成績によると，10－3～10

－5cm／secである。透水係数には，とくに岩石の種類によ

る相違はみられなかった。

　地下水の水質は，一般に良好で，次に一例としてデブ

レ・ゼイト市水道1号井の分析結果を示す。分析は，エ

チオピア政府による。

　　固形物総量　　　　　422ppm

　　pH　　　　　　　　　　　8．4

　　全硬度（CaCO3として）31ppm

　　Ca　　　　　　　　　　　47

　　Mg　　　　　　　　　　　ll

　　Na　　　　　　　　　　　45

　　Kl　　　　　　　　　　　16

　　CI　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　traces

　　HCO3　　　　　　　　　120

　　NO3　　　　　　　　　　9．2

　　B　　　　　　　　　　　absent

　　Fe　　　　　　　　　　　　　〃

F 〃

　なお，この井戸の深さは27．1mで，帯水層は湖成堆積

岩の礫混り砂，シルトである。　　　　（応用地質部）

土岐地域のウラン電気探査について

本問　一郎

　ここ数年来ウラン鉱床の探査技術に関する研究として

岐阜県土岐市・瑞浪市付近を中心とした東濃地域におい

て電気探査法による花闘岩基盤構造探査ならびにこれに

付随して技術的検討を目的とする垂直探査を実施して来

た。

　堆積型ウラン鉱床探査においては，基盤花闘岩の深度

・形状の決定は重要な課題であり，この問題遂行には地

震探査法が用いられて来た。今迄のウラン電気探査につ

いては，当地域を除いては，人形峠における適用例があ
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るのみである。

　実施して来たことは，土岐・瑞浪市南方の丘陵地帯に

おいて，第1，第H，第皿測線を設定，第1，第∬測線

は5㎞第皿測線は2．5kmの南北測線でこれらの測線上に

おいて基盤構造を求めた。

　またこれら基盤構造の探究に際し，多くの技術的問題

の解決に努力した。

1．VE　S曲線を充分な精度で測定すること。

2．基盤花闘岩に着目した時一般に花闘岩は上部の第

　　三紀層に較べて比抵抗が大である，このような場

　　合の解析について。

3．基盤上部層（中間層）の比抵抗が正確に決定され

　　ないと，電気探査の精度が著しく低下するので中

　　間層の比抵抗の決定について。

以上について概略の説明を行なった。（物理探査部）

“地盤強化とは”

　　産業公害対策への一つのアプローチ

渡辺　和衛

　ヱ．地質学と地盤強化法について

　産業公害対策の中，産業開発地帯における軟弱な地盤

に対する対策は，今後発展を続ける工業地帯の保全のた

め最も緊要なことである。すでに我が国においても新潟

地盤沈下とか，瀬戸内沿岸のヘドロ層により生ずる土地

災害とか，その他多くの苦い経験を目前にみてきてい

る。これらのほかにまた火山灰層，（関東ローム，シラ

ス，ボラ等）による土地災害もあり，その対策も我々に

課された大きな問題である。

　我々地質を研究するものとして，地質学の立場から，

地盤の固結という自然現象については　1）沈積作用

（sediments　genesis），2）続成作用（diagenesis），3）

後生作用（epigenesis），4）初期変成作用（primary

meth＆morphism）の各段階によって石化するというこ

とを知っている。しかも，初期の固化作用が燐酸塩，炭

酸塩と珪質岩石からはじまるという事実は，後述の人工

的な化学固結法と密接な関係があり興味深い。また沈積

作用のタイプは地質学的にみて　a）氷河気候型，b）湿

潤気侯型，c）乾燥気候型，d）火山性沈積型に分けら

れる。この中でb）とd）が，我々の研究の対象となる型で

あり，なかんづくd）のタイプが現在の研究対象（関東

ローム等）となっている。

　2．地盤強化法

　一般に地盤強化法といえば，土木工学の方面から，主

として土中水分の脱水と圧縮を目的とする，サンドドレ

ーン，バイブロフローテーシヨン，ぺ一パードレーニン

グ，など大規模な工法があるが，我々の立場としては，

これらにふれる必要はないので別の立場から考究するこ

とにする。すなわち

　（a）電気化学的固結法（電気浸透，電気固結）

　（b）葉液注入による化学固結法

の2つがそれである。

　（a）は，土の電気伝導性を利用して，六角形に配置し

たアルミニューム電極（陽極）の中心に，アルミニュー

ムの陰極をおき，直流100Vを印加することによって・

電気浸透脱水と電気化学固結の2つの作用を同時に行な

わせて，地盤水の脱水と，陽極から電解溶出するアルミ

ニウムイオンを，両極間のpH中和帯付近で拡散させて

ボーキサイトを地中に形成させるのである。この方法の

利点は，通電を終っても地中においてボーキサイトの形

成がつづけられることであり，電気作用であるから，ど

んな微細な粒子や間隙でも通過して効果をあげることが

できる。

　（b）は，地層の間隙に化学薬剤を注入して不溶性の沈

殿をつくって地盤の固結強化をはかるものである。した

がって地盤の透水性がもっとも大きな因子となってく

る。そもそも，この方法の発祥は，セメントグラウト法

であり，水硬性という特性を有するセメントが懸濁液と

して注入されたが，砂のような間隙の大きなものでなけ

れば，効果があがらなかった。この薬液注入方法もその

後漸次発達して，その原理から言って10項目以上のもの

がある。その中で「イオン交換」と「複分解沈殿」が中

心となるものである。イオン交換については，本所の実

施した「地下構造調査」で実施した間隙水質分析によっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Naて，地耐力と，置換イオン比δ（δニ　　　ー
　　　　　　　　　　　　　　　　》1／2（Ca十Mg）

　　　　Cl　　　　　　＿　ただしP．P．Mはe．P．mに換算して
》顧4＋2HCO3）
算定する）との間に一定の関係がみとめられたので，こ

の法則を利用して新しい発展を予期することができるよ

うになった。この方法は劃期的な発明となる見透しが充

分である。

　また一方複分解沈澱の原理を利用したものとして・本

所として農業用肥料の過燐酸石灰を利用する地盤固結法

を研究中である。これは地中にapatite｛Ca3（PO4）2｝を

形成させる方法である。このものは，モース硬度5とい

う高い硬度をもつものである。千葉県佐原市で実施され

たこの方法では，表層部分はやや軟弱となったが，1解

3mの深度では，ローム層の強度が1．5～2．5倍程度に強

化されていることが明かとなった。

72一（566西）



3．む　す　び

　地層の続成固化作用の原理を地質学や地球化学の観点

から検討して，総合的な立場から人工的な固結化法の樹

立を目指して研究を進めることが本研究の目的である。

それには，すでに業界で実施されている多くの方法につ

いての再検討と，本所独特の方法の発明とを目標として

努力を続けたいと思っている。　　　　（応用地質部）
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